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研究成果の概要（和文）：東日本大震災における仮設住宅団地は膨大な数が提供されたために，その生活環境には大き
な差異が生じた。本研究は，そのような劣悪な環境を少しでも改善するための方策を，アクションリサーチの手法を用
いた現地での実際の支援活動ならびに現地での詳細調査を通じて実施し，仮設住宅団地の供給実態や生活の様相などを
明らかにすると共に，今後に予想される大震災における仮設住宅の計画への新しいシステムのあり方を提言したもので
ある。

研究成果の概要（英文）：Great qualitative differences are observed between temporary housings offered in 
the Great East Japan Earthquake. We conducted activity to improve such poor environment at temporary 
housings by action research method and some hard researches on them. Finally, we recommend new system on 
temporary housing against future great natural disaster.

研究分野： 建築計画学
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災において 2011 年 10 月現在，
現地の避難所・待機所などで避難を続けてい
る人々がなお多数いた。ようやく次のステッ
プである仮設住宅への入居も進みつつある
なかで，避難所の情況ならびに仮設住宅の居
住環境を調査することで，今後の防災計画に
何らかの寄与をしたいというのが研究の大
きな背景である。ただし避難所については，
岩手県では 8月末で全て閉鎖されているなど，
現況として既に現地での調査は不可能であ
ることから，平成 24 年度以降の研究として
仮設住宅に絞って研究することとした。 
 なお，研究代表者は 1995 年の阪神・淡路
大震災の折には大阪大学の所属研究室の助
手として，また研究分担者の森田孝夫と阪田
弘一も分担者として避難所に関する研究を
行っている。それらの成果は，「柏原士郎他
著：阪神淡路大震災における避難所の研究,
大阪大学出版会,1997 年」にまとめている。 
また，研究分担者の森田孝夫と阪田弘一は

新潟県中越沖地震においても，同じような避
難所ならびに仮設住宅の調査研究を行って
いる。その意味で，避難所ならびに仮設住宅
に関する調査研究の実績もあることから，や
や関西から遠方の東北地方とはいえ，まだま
だ復旧過程にある地域への貢献を考えるこ
と，ならびに今後発生が予想される近畿圏の
太平洋沖の大地震への備えに資する研究は
我々の責務と考えたものである。 
 
２．研究の目的 

本研究は、予期しえない事態を呈するであ
ろう将来の大規模災害時において、家屋を失
った多くの被災者に供給される仮設住宅団
地において建設後も持続的な住環境改善が
可能であるような支援環境のあり方を、主に
東日本大震災の被災地である宮城県気仙沼
市での我々の研究組織によるアクションリ
サーチの手法を取り入れた仮設住宅団地へ
の実践的な住環境改善支援の取り組みから、
周辺被災地の仮設住宅団地の供給実態や生
活の様相、および仮設住宅団地への多様な住
環境改善活動実態とその効用の把握までを
通して、様々な主体と支援レベルの総体とし
ての多重性・分散性を持ったシステムとして
提案することを目的としたものである。 

写真-1 仮設住宅団地（岩沼市，2011.5.28） 

仮設住宅に住まう被災者にとって，仮設住
宅団地は公共から一時的に供給される応急
居住施設ではあっても，そこで様々な主体に
よる多重レベルで可能な限りの住環境の向
上の試みが図られることが望ましいはずで
ある。それらの点については，申請者らは＜
阪神・淡路大震災＞において避難所の研究を
通して提言を行ってきたし，＜中越沖地震＞
における仮設住宅などの調査からも応急的
居住先移行プロセスに多重ルートが存在す
ることが確認されている。それらの知見をも
ってしても，今回の災害の様相は多くの点で
異なることから，我々の既往研究を活かすこ
とはもちろんのこと，現場での改修活動を通
じたアクションリサーチとして研究を行お
うとする点が独創的であると考える。 
 
３．研究の方法 
１年目は，仮設住宅および仮設住宅団地の

住環境の実態を把握することを主眼に現地
調査を実施する。平行して今年度に既に実施
している住環境改善を施した仮設住宅の状
况を調査する。２年目以降は，経過を追跡調
査すると共に，建設後も継続的に住環境改善
な可能な住戸および団地の計画のあり方を
考察する。以下，分担別に詳述する。 
１）仮設住宅団地としての改善方策の検討 
 （分担：横田，伊丹） 
 被害の大きかった岩手県ならびに宮城県
の各沿岸部の市町村を対象に，申請者ならび
に研究室の学生が直接現地に赴き，行政，仮
設住宅責任者ならびに避難住民への聞き取
り調査を行った。その際に，仙台周辺のよう
に沿岸部は田畑である地域，石巻のように沿
岸部も市街地であるが高台部分が被害を免
れた地域，女川のようにほぼ市街地全域が壊
滅した地域というように，さまざまな地域差
が存在することから，それらの差異が仮設住
宅での生活に及ぼす影響も調査した。なお，
調査項目は，仮設住宅や集会室の利用実態，
生活利便施設などの利用実態，コミュニティ
活動など多岐にわたる。なお，関連して，団
地内外の店舗などの実態調査も行った。 
２）仮設住宅自体の改善方策の検討 

（分担：阪田，森田，甲谷） 
実践を含んだ調査分析および住環境改善

手法のブラッシュアップを、継続的に実施す
る。また、同様の観点から調査対象地域以外
の仮設住宅団地に対しても、実施されている
住環境改善活動の実態とその手法、およびそ
の効果についての調査を実施する。 
３）関西・四国での研究 

東北地方への調査研究以外に我々が居住
する関西・四国において，以下のような付随
する調査研究を実施した。 
ａ）災害時における住民同士の共助や自治体
などの公助が果たす役割の調査（分担：伊丹） 
ｂ）南海トラフ地震津波に対する四国での対
応についての調査（分担：森田） 
 



図-1 調査対象の仮設住宅団地（大槌町） 

表-２ 支援員の標準業務 

表-1 コミュニティ形成への影響要員 

４．研究成果 
 研究成果は研究目的に対応して， 
１）仮設住宅団地のコミュニティ活動（雑誌

論文➄，➆-➈，⑫） 
２）仮設住宅団地の環境改善活動（雑誌論文

➁，➂，④，⑪） 
３）団地内外の生活利便施設や社寺寺院など

の調査研究（雑誌論文①） 
４）近畿・四国での調査研究（雑誌論文➅，

➉，⑬） 
に分かれる。以下，分担別に詳述する。 
１）団地内コミュニティ活動：横田，伊丹 
 岩手県大槌町と宮城県気仙沼市において
現地調査を行った。具体的には，大槌町にお
いては８か所，気仙沼市においては９か所の
仮設住宅団地に対しての自治会長を含む住
民に対して，周辺住民との関係，生活行動，
コミュニティ，自治会組織，外部からの支援
などについてヒアリング調査を実施した。そ 
の結果を下記に列挙する。 
【雑誌論文➄】 
 気仙沼市の仮設住宅団地の生活利便性と
コミュニティ形成の影響要員を調査した結
果，買い物・通院先は周辺施設のサービスの
質・内容や個人の状況により異なるため，最
寄りの施設へのアクセスだけで利便性は一
律に評価できないこと，通院は買い物より時
間や行き先の制約が大きいため頻度の低い
路線バスや乗り合いでは対応できず，タクシ 
ーを利用せざる得ない状況もあることから
移動支援が望まれることがわかった。また，
コミュニティ形成への影響要因は表1のよう
にまとめられた。自治会発足の円滑さやコミ
ュニティ活動の活発さには，住民の年齢層，
活動への参加者，キーパーソン，集落単位で
の入居が影響すると考えられる。人材不足は，
戸数の少なさや就業者が多いといった住民
層の偏りに起因しており，コミュニティ形成
のためには戸数の少ない団地に対しては入
居者層の偏りも含めた配慮が必要と思われ
ることがわかった。 
 

【雑誌論文➆】 
 大槌町と気仙沼市における入居後約2年を
経た仮設住宅団地における外部支援の現状
と課題について調査した結果，物的支援や外 
部組織主導のイベントといった“もらう支
援”や，知り合いの増加や団結を目指したコ
ミュニティ形成支援の必要性は団地入居当
初よりも低下している。一方，住民の主体性
や自治力を促す支援は今後も望まれている
こと，仮設住宅での生活の慣れ・疲れ，今後
の生活・住まいに対する不安・競争心などを

背景に孤立した住民に対して，個別の心のケ
アや情報提供といった支援が望まれること，
医療や移動といった生死にも関わりうる重
要な支援に対しては，個人ボランティアに依
存するのではなく，行政が関与し広くニーズ
を広い柔軟に対応することが望まれること
などを提言した。 
【雑誌論文➇】 
大槌町と気仙沼市における入居後約 2 年

を経た仮設住宅団地における自治力とコミ
ュニティの現状と課題について調査した結
果，自治力は，団地の規模，住民の年齢層や
従前地の偏り，自治会長・役員などの影響を
受けることから，大規模な団地においてはブ
ロックごとに自治会の発足を促すほか，空き
住戸を利用するなどして複数の談話室を設
けることが望まれる。気仙沼市の課題として
自治会役員等への過度な負担やそれによる
後継者不足があり，担い手の退去に伴う自治
力の低下も懸念されることから，対応策とし
て役割分担，外部の仕組みの利用，全員参加
の声掛けといった負担の分散が考えられる。
大槌町の課題として，住民の支援員への依存
が自治力の醸成を阻害すること，自治力の醸
成された団地における住民と地域支援員の
良好とはいえない関係があげられることか
ら，対応策として，住民の地域支援員の業務
範囲に対する理解を促すことと，支援員の業
務内容や関わり方を団地の自治力やニーズ
に応じて柔軟性を持たすことを提言した。 
【雑誌論文➈】 
大槌町と気仙沼市における入居後約 2 年

を経た仮設住宅団地における集会施設の配
置と利用の状況について調査した結果，集会
施設配置を分類した上で，生活支援員や中間
支援員（表 2）などへのヒアリング調査から，



図-4 集会室の内部のしつらえ 

図-5 商業店舗の位置（大槌町沿岸部） 

図-2 集会所標準プラン 図-3 談話室のプラン 

設置位置は団地入口近くが望まれること，利
用頻度の高い室は広い面積への希望が高い
こと，住居との併設は騒音などの問題から独
立型の方が良いと思われること，窓越しの交
流などができるような構成も良いことなど
がわかった（図 2,3,4）。利用面としては，上
述の問題があれば利用されにくいこと，地域
支援員の尽力で利用が高まること，その一方
で利用者が固定化される傾向にあること，地
域支援員が配置されていな場合は，団地によ
って利用のされかたに差異があることなど
がわかった。 
以上の結果から集会施設の利用促進に向

けた方策については，集会施設への行きやす
さ，利用の際の安心感，利用目的の明確化を
促すものに大別できる。ハード面の方策は仮
設住宅団地の計画時に配慮する点が多いが，
ソフト面の方策は今からでも実施可能だと
考えらえる。コミュニティの状況・住民の利
用ニーズ等を考慮して，各団地で柔軟に方策
を検討・実施することが望まれる。 

 なお，仮設住宅として木造も提案され実際
に建設されているが，数年経過すると外壁部
も劣化してしまう点は注意したい（写真-2）。 

写真-2 木造の仮設住宅（住吉町） 

【雑誌論文⑫】 
 住民の生活を支援する仮設商店街の運営
実態と役割について大槌町を中心に調査し
た結果，商業店舗の立地（図 5）は震災によ
り店舗が大幅に減少した後、仮設商店街の整
備やショッピングセンターの営業再開、スー
パーの新規開店などにより、復興の過程で地
域商業の様相は大きく変化していること，仮
設商店街の駐車場の配置や設えに違いが見
られるのは行政主導で整備を行った大槌町
と事業主主導で整備を行った大船渡市の違
いであると推察されることなどがわかった。  
また，行政からみた仮設商店街の役割とし

ては商店主の生活再建の意味合いが強く，か
つ商店街の商店主の多くも、仮設商店街は本
設に向けたステップという意識が強いこと
から，賑わい創出のための努力を期待してい
る行政や商店街自治会事務局と意識にずれ
が生じていること，それでも，一部の店舗や
商業施設では、商業機能だけでなく交流の場
や憩いの場としての役割も果たしているこ
とがわかった。 

２）環境改善活動：阪田，甲谷 
 宮城県気仙沼市本吉地区を主な対象とし
て仮設住宅の環境改善に取り組んだ。また，
気仙沼市を中心に実施された被災地支援の
中から，特に外部団体である NPO や公益社団
法人などが主体となり実施された被災者の
生活環境改善を目的とする 18 の事例を抽出
し，文献調査と当事者に対するヒアリング調
査を実施した。その結果を下記に列挙する。 
【雑誌論文⑪】 
 宮城県気仙沼市を対象として，被災地の生



活・住環境改善に向けた外部支援の活動プロ
セスについて調査を行った結果，１年以内の
短期的な支援は大学などが，長期にわたる支
援では支援団体が担うという役割分担が見
られたこと，支援内容では計画段階での問題
発生が多いこと，支援に対するニーズ想定が
重要で，それに合わない支援は問題が生じや
すいこと，支援する内容により発生する問題
（表 3）に傾向が見られること等がわかった。 
３）宗教施設等の調査研究：伊丹 
【雑誌論文①】 
宗教施設が非常に果たす役割を調査した

もので，阪神・淡路大震災時よりも東日本大
震災では宗教施設がより多く使用されてい
たこと，宗教施設特有の設備や備蓄や周辺地
域との関係が避難所として使用されるにあ
たり有利に働いており、避難所解散後も周辺
の情報、物資集積の拠点として活躍するなど、
宗教施設の避難所としての有用性を示した。 

また，社寺の他に標高の高い位置に設置さ
れた施設，例えば道の駅（写真-2）は津波被
害を受けなかったことから住民の生活物資
供給の拠点にもなったことから整備が望ま
れる。 

写真-2 道の駅 やまだ（岩手県山田町） 
４）近畿・四国での補足調査：伊丹，森田 
【雑誌論文➅】 
災害時における住民同士の共助や自治体

などの公助が果たす役割とそれらが住民に
どう認知されているかを調査したもので，自
治体によって災害時の公助の展開は異なっ
ていること，とくに避難所の設置から運営ま
での役割分担においても，行政が主体的に担
当する場合と自主防災組織が担当する場合
があること，この自主防災組織も学校区単位
の構成と自治会単位の構成が見られること，
避難方法も各組織によって異なるなど，災害
時のさまざまな対策において地域による相
違点が大きいことがわかった。また，そうし
た自主防災組織やハザードマップなどへの
住民の認知度も全般的に低いことから，認知
度が高い住民の確保が重要であることが言
える。 
【雑誌論文➉】 
 東北地方の災害実態を踏まえて，四国とく
に高知県湾岸自治体における津波避難対策
について，その実態を調査した。高知県沖で
予想される南海トラフ地震における津波高
さの想定が今回の震災でより高められたた
めに，津波避難場所におけて最大津波高をク
リアしていない所が多数あることがわかっ

た。その解決策としては高さを確保するのが
重要であるが，平地か扇状地，リアス式海岸
かなど地理的な状況を考慮する必要がある
こと，その一方で非常時にしかつかわない用
途的あるいは景観的な課題があることなど
を指摘した。 
【提言】 
以上の研究結果を踏まえ、仮設住宅団地が

解消されると考えられる３年目の最終成果
として、現行制度下で供給される被災地の応
急居住環境に対応しうる、多様な主体と重層
的レベルによる持続的な改善活動を推進す
る、多重的かつ分散的な支援システムの提案
に結びつけると以下の通りである。 
１）大規模な災害では多数の仮設住宅団地が
建設されるが，生活利便施設へのアクセスな
どは各団地の置かれた状況で異なるので，時
間の経過に応じた住民への生活支援が欠か
せない。 
２）住戸の環境改善についても，寒さ対策と
いった初期の支援を行う組織と長期にわた
る支援組織という役割が異なる組織が継時
的に必要である。 
３）団地内のコミュニティ形成には生活支援
員の活躍は大きいものがある一方で，住民自
らのコミュニティ創発にむけた支援も継続
的に必要である。 
４）コミュニティスペースとしての集会室の
重要性はいうまでもないが，ただ設置すれば
よいというものではなく，設置位置などに配
慮が必要であるし，その後の活用への支援も
必要である。 
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